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はじめに
“九州ルーテル学院大学 紀要 VISIO 第35号 「教育現場か ら提言す る・・生徒指導の
実態 とこれか らの生徒指導・・」"(2006年 12月 発行)の 中で、生徒指導の歴史、意義、現場の実
態等を論述 した。今回は、「生徒指導 と法律」について考察 し、次回においては 「危機管理」「生




方では、学校現場が抱える問題や困難は増えるばか りで、 自殺、出会い系サイ ト、校内暴力、不
登校、そ して最近ではインターネ ッ トを介 したい じめなど、生徒の問題行動が社会的に注 目を集
めている。
従来、生徒の問題行動は、主 として家族 と生徒個人 との関係か らとらえられていて、専門機関





学校に復帰す ることが期待 されていた。 しか し、近年では、学校 も問題行動にたい して無
関係の立場に留まっているわけにはいかなくなつてきた。専門機関に全面的に指導を委任する時
期は去 り、学校が主体的に生徒指導ない し学校教育相談を通 じて直接にかかわ らなげればな らな
くなった。 この結果、生徒指導や学校教育相談について、一応の知識を持ち、指導できる力を待
つ ことが、すべての教師に必要 とされ るようになった。
学校内で大きな問題が発生するたびに、マスコミも行政機関も、また学校関係者 も、生徒指導
の充実の必要性を唱えている。その結果、世間一般 も、生徒指導 とは問題生徒への対応策である
ととらえられるようになってきた。 このような見方は、多 くの高校を終えたばか りの新入の大学
生にもあ り、加 えて生徒指導 とは、中学や高校の生徒手帳に記載 されている校則や規則 を力で遵
守 させ る管理主義的指導であると認識 されてきている。
学校教育の現場では、続発する不登校、い じめ、 自殺、非行などの指導をめぐって、管理主義
的な抑えつけの色彩の濃い生徒指導 と、生徒を内面的に理解 し、生徒の自己指導力を育成 しよ う
とする本来の生徒指導が対立することも少なくない。管理主義的な生徒指導をいかに克服するか
が大きな課題 となっているが、この課題は生徒指導のあるべき姿を明 らかにす ることによつての
み解決できるものである。
今回及び次回は、生徒指導の基本的諸問題について改めて見つめ直 し、生徒理解はいかにある
べきか、豊かな人格形成をどのように して実現す るかな ど、生徒指導の本来の意義 と方法を考え
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てみたい





服装・頭髪や携行品、学級 (ホ ームルーム)内 での係や委員 としての役害Jの遂行、人間関係の葛
藤などにかかわる問題は広 く見 られるところである。
こうした 日常的な生徒指導上の問題はもとより、学級が うまく機能 しない状況、不登校や中途
退学、い じめや暴力行為な ども依然 として深刻な状況であ り、未成年者の喫煙・飲酒等の問題や、
学校外における少年非行の多様化 も広 く見 られ るところである。また、発達障害、児童虐待や犯
罪被害の増加など、新たな課題 も生まれてきている。
高度情報化や都市化の進展、少子化の進行など社会が急速に変化する中で、児童生徒の成長・
発達にかかわる課題 も生まれてきている。例えば、現在の生徒指導は、インターネ ッ トやテ レビ





ともに、児童生徒が置かれている環境に働 きかけるな ど、多様な援助の下で、問題行動の対応 を
図る取組 も進められている。まさに、生徒指導上の問題について、様々な内容 といろいろな レベ
ルを想定す ることが今 日では必要になってきている。
他方、児童生徒の安全や命 を脅か され る事件が多発 してお り、児童生徒を取 り巻 く様々な社会
的 リスク (危険)に 目を向けなが ら、学校の生徒指導の在 り方を考えてい くことが今 日求められ
ている。 このよ うに生徒指導をめぐる状況は、時代 とともに変化 してきている。 (表 1参照 )
表 1 戦後の問題行動等の推移や背景 とその対応



































































































































































































































(注)本表は、『 生徒指導資料第 1集』 (国 立教育政策研究所生徒指導研究センター/2003年 (平
成15作成)の記載資料を基に作成 したものである。
又、現在、学校では一体 どのよ うな生徒指導上の課題 に直面 しているのだろ うか。ノlヽ・中・高
等学校 といつた学校段階の違いや、各学校の規模・立地条件等の違い といったものに起因 した課
題から、Aさ んへのい じめ、 Bさ んの不登校、発達障害のあるCさ んへの対応、Dさ んの保護者
か らの苦情など個別的な課題までさまざまな対応が考えられる。 さらに、生徒による重大事件や
児童生徒の安全や命 を脅かす事件の発生などは稀ではあるものの、いやが うえにも学校の危機管
理体制を高める必要性をもた らすなど、現実的課題 に加 え、想定上の課題まで実に幅広い取 り組
みが求められている。
生徒指導は、その内容か ら見れば、児童生徒の人格の育成を目指す発達的な生徒指導、現実の




ところで、生徒指導上の問題が多様化 していることは、児童生徒の成長 を取 り巻 く環境や彼 ら
自身が抱えている課題が、複雑化 0多様化 していることと関係 している。児童生徒は、個々人の
持つ生得的な要因 と、家庭・地域・学校 。社会等の環境的な要因などが相互に複雑に作用 しなが
ら、成長 してい くものである。
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自身はどう考えるかの場合 と比較 していずれの学校段階でも低 くなっている。
3ま た、高校生にな
ると3割 を超 える生徒が周囲の万引に対する犯罪意識の薄れを感 じている。刑法に規定 された問
題行動です らこのよ うな実態だか ら、マナーやモラル等に支えられる社会的行為に至っては価値
観の多様化や人間関係の希薄化か進む中で、大きな揺 らぎが生 じていることが容易に推測できる。
2 生徒指導体制の再構築について2



















(中 間ま とめ)」 (2005年 (平成 17)、











なお、同報告書の調査では、高等学校に関 して 「教職員の指導内容に幅がある (共通理解が不
十分である)と 思われる事項は何か」とい う質問 (複数回答)に対 して「服装 (62。 3%)」 「茶髪・
ピアス・化粧な ど (53.7%)」 か ら「飲酒・喫煙 (2.3%)」 「い じめ (5。 2%)」 まで と大きな開き
が見 られ、指導項 目によっては教職員間の共通理解や共通実践が図 られていない実態が うかがえ
る。
また、2006年 12月 (平成 18)に 教育基本法が改正 され、第 6条 において、学校教育の実施に当
たっては 「教育を受ける者が、学校生活を営む上で必要な規律を重んずる」 ことを重視 しなけれ
ばならない とされ、2007年 (平成 19)の 学校教育法の改正でも、第21条において規範意識 をはぐ
くむことなどが義務教育の 目標 として掲げられている。そのため、生徒指導を推進 してい くため
には、何 より児童生徒の人権を尊重 し、個別的理解を重視することを前提 としなが ら、生徒指導






変化 させ る必要がある。 しか し、学校では、い じめ、暴力行為、不登校など依然 として深刻な状




教育相談は、生徒指導を機能 させ る前提である教師 と児童生徒 との信頼関係 を築 く重要な場面
であ り、不登校やい じめ等のサインを察知する機会でもある。「教育相談等に関する調査研究協力




各国の国内法は憲法を頂点 として整備 されてお り「教育」についても例外ではない。 したがっ
て法的に教育を理解 してい く場合には憲法第26条 を頂点に位置づけることになる。第26条では、
第一項、第二項 とも共通に「法律の定めるところにより、」と表現 してお り、教育に関する具体的
事項については、教育基本法、学校教育法 (「 学校法」と略)そ の他の教育関係法に委ね らている。
制定 された教育関係法が、もし憲法 と内容的に明 らかな不整合があることが判明 した場合には、
憲法第98条第一項の規定に基づいて運用 されることになる。
教育関係の法律の うち、最 も根本的な規範 として位置づけられ るのが教育基本法である。基本
法の旧法は、1947年 (昭和22)3月 31日 に公布 され、即 日施行 されて以来、ほぼ60年近 く改正 さ
れ ることがなかったが、2006年 (平成 18)12月 の通常国会において、旧法の全部を改正する法案
が可決 された (12月 22日 公布法律第120号 )。
形式的には全部改正 (一 部改正に対す る概念)と されているが、内容的には、旧法の前文を始




単に従来のガイダンスやカ ウンセ リングなどを中心 とす る生徒理解型の生徒指導を強化するだけ
では十分に処理 しきれない状況にあ り、好む と好まざるとにかかわ らず、 しだいに法律 とのかか
わ りを避けては通れなくなってきている。
その意味で、教員には生徒指導に関係する生きた実践的な法律の知識を身につけることが望ま
れ る。 しか し、一 口に生徒指導に関係す る法律 といっても、生徒の問題行動の種類に応 じて関係
する法律 も異なって くるし、多岐にわたるので、関連法令の特色や内容を理解 した上で、その趣
旨を十分踏まえて対応する必要がある。特に次に示す ものについては、十分理解 してお くことが
必要である。
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(1)生徒の懲戒処分 と体罰 1
生徒の懲戒処分 と体罰に関 して、学校教育法は 「校長及び教員は、教育上必要があると認める
ときは、監督庁の定めるところにより、学生、生徒及び児童に懲戒を加 えることができる。ただ
し、体罰を加 えることはできない」 (第 H条 )と 定めている。
この規定で生徒指導上 とくに重要なことは、まず第一に懲戒の行使 を教育上必要 と認 める時に
のみ限定 したことである。 このことは、生徒の懲戒は、大人の刑法犯における刑罰のように、被
罰者に対する制裁を主 目的 として行なわれるのではな くて、あくまでも教育的な立場か ら生徒の
「′い身の発達に応ず る等教育上必要な配慮」 (学教法施規第26条 1項)の下に行なわれるべき、一
種の教育罰でなければならないことを意味 している。 さらに、懲戒処分の うち、生徒の学習権の
剥奪を意味する停・退学処分に関 しては、本人の意思、事実の調査、職員会議等による専門的な
協議など、いわゆる 「適正手続 き」を経て処分を行な うことが必要である。
また、当該学校における生徒 としての身分を完全に剥奪する退学処分に関 しては、懲戒権者の
恣意的 。自由裁量的な判断を避けるため、「学校の秩序を乱 し、その他学生又は生徒 としての本分
に反 した者」など四つの事由以外には退学処分を行な うことができないこととされている (学教
法施規第26条 3項 )。
同様に、懲戒処分ではないものの、義務教育諸学校における出席停止の措置 (学教法第35条 )
も、学習権の関係か ら慎重な取 り扱いが望まれ るところである。
学校教育の懲戒に関する規定の第二の重要な点は、懲戒処分 として体罰を禁止 したことである。
体罰 とは、懲戒の内容が身体的性質を有するものであって、被罰者に肉体的苦痛を与えるような
懲戒を指 している。なぐる、けるのような身体に対する直接の侵害を内容 とす るものはもちろん、
端座、直立、居残 りなども疲労、空腹その他肉体的苦痛を与えるよ うな懲戒は体罰 とみなされ る。
しか し、ひ と口に肉体的苦痛 といっても、それは被罰者の年齢、性別、健康状態、場所的・時
間的条件など種々の条件によつて異なるものであ り、その行為が体罰に相当す るか否かを機械的
に判断す ることはむずか しい。 この点、「愛のムチ」裁判 として話題 となった水戸五中体罰事件
(1981年 )においては、東京高等裁判所は、身体的接触 (ス キンシップ)よ りもやや強度の外的




出の際に添付する「学則」 (学校教育法施行規貝J3条 )と は異な り、児童 0生徒 としての生活の指








学校には校貝Jを 制定す る権限があるのか とい う問題である。 この点について、従来、国 。公立学
校においては特別権力関係論による営造物の包括的な管理権の一つ として、私立学校の場合は在
学契約説に基づ く在学関係 を根拠に して説明されてきたが、今 日では 「自律的な法規範を有する
特殊な部分社会」
6と い う部分社会論を基に論 じられている。そこでは、学校は国、公、私立を問
わず、その設置 目的を達成す るために必要な事項については、法令に格別の規定がない場合でも、
校則等によりこれを規定 し、実施することのできる自律的・包括的な機能を有するとい うもので
ある。 したがつて、学校 (校長)は 、「教育 目的を達成するために必要かつ合理的な範囲内」にお
いて校貝Jを 制定 し、児童・生徒の行動等に一定の指針を示 した り制限を課す こともできると解 さ
れている。
なお、「児童の権利に関す る条約」12条 における児童・生徒の意見表明権 と校則 との関係につい
ては、行政解釈ではその対象 とはな らず、学校の判断 と責任において制定等が行われるものであ
るとされている。ただ し、学校においては、生徒等の意見や考えを十分把握 し、必要に応 じて、
生徒会等で生徒に自らの課題 として討議する場を設けるなどの工夫を行 うことは指導上の一つの
方法 として考慮 され るべき課題だ といえる。





は生徒の権利 と義務 (責任)と い う観点か ら大幅な見直 しを余儀なくされ るようになってきてい
る。わが国においても、こ うした点への配慮が今後ますます求められるであろ う。それゆえ、学
校内での生徒の権利や 自由の制限には、十分な合理性 と妥当性が必要 とされ る。往々に して、多
くの学校の生徒規則には、そ うした合理性や妥当性 を著 しく欠 く項 目が含まれているものである。
規貝Jの ための規則、単なる管理 と規制のための規貝J、 慣習に基づ くだけの規則、そ ういつた批判
が聞かれ るのは、まさにそれが合理性や妥当性 を欠いているか らに他な らないか らであろ う。そ
の意味で、学校の生徒規則 (校則)を生徒の権利 と義務 (責任)と い う観点か ら、その内容およ
び運用の両面について検討 し直す ことは生徒指導の上か らも重要 といえるであろ う。
7
(3)性行不良による出席停止措置 8
公立の小学校および中学校における出席停止に関 しては、従来か ら学校教育法35条 (49条)に
基づいて 「市町村の教育委員会は、 (中 略)性行不良であって他の児童 (生徒)の教育に妨げがあ
ると認める児童 (生徒)が あるときは、その保護者に対 して、児童 (生徒)の 出席停止を命ず る
ことができる」旨が規定 されていた。 この制度は、本人に対する懲戒 とい う観点か らではなく、
学校の秩序を維持 し、他の児童 0生徒の義務教育を受ける権利を保障するとい う観点か ら設けら




がある」 と認められ ることとい う2つの要件か らなるとい う点は従来 と同様であるが、法改正で
は、法律上の要件を明確化す る観点か ら、「性行不良」に関 して 4つ の行為類型 (対生徒暴力、対
教師暴力、器物損壊、授業妨害等)を それぞれ各号に掲げ、それ らを 「1又 は 2以上を繰 り返 し
行 う」ことを例示 として規定 している (35条 1項 )。 また、出席停止を命ずる事前の手続 きについ
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ては、「保護者の意見を聴取す るとともに、理由及び期間を記載 した文書を交付 しなければな らな
い」ことのほか 「出席停止の命令の手続に関 し必要な事項は、教育委員会規則で定めるもの とす
る」と規定 され ることになった (同 条 2項、 3項 )。 出席停止は、児童・生徒の教育を受ける権利
にかかわる措置であることか ら、慎重な手続 きを踏むことを求めたものである。
さらに、「市町村の教育委員会は、出席停止の命令に係 る児童の出席停止の期間における学習に
対する支援その他の教育上必要な措置を講ずるもの とす る」と規定 され (同 条 4項 )、 市町村教育
委員会は出席停止を措置す る場合、 自らの責任の下、学校の協力を得なが ら、当該児童・生徒に
関する個別指導計画を策定 し、出席停止期間中に学校あるいは学校外における指導体制を整備 し




い じめは1975年 (昭和50)代末か ら1985年 (昭和60)代 にかけて、い じめ自殺が相次ぎ大きな
社会問題 になったが、1994年 (平成 6)末か ら再び問題化 し、い じめ自殺が続 き、い じめ問題第
二のピークと呼ばれた。ただ し、1996年 (平成 8)度か らはやや減少傾向にあ り、2002年 (平成
14)度 は22,205件 にとどまった。 もつともい じめはわが国固有の問題ではなく、世界各国で大き
な問題になってお り、本来人間に共通す る病理 として とらえることができる。その意味ではいわ
ゆるい じめの 「根絶」は極めて困難であるが、そのエスカ レー トを未然に防 ぐことは必ず しも不
可能ではない。む しろい じめはどの学校、どの学級にも存在するとい うつ もりで対応す る必要が
あろ う。
学校はすべての児童・生徒の教育を受ける権利 を保障す ることを使命 とす る専門的機関であ り、
その役害J使命 を果た してい くためには、前提 として学校における教育活動およびこれ と密接不離
な生活関係 において、児童 0生徒の生命 と身体等の安全を保持 0確保することについて万全を期
すべき義務 (安全確保義務)を負っている。学校の安全確保義務については、直接 これを規定 し
た法律はないが、学校教育法37条 H項の 「教諭は、児童の教育をつかさどる」や同条 4項の 「校
長は校務 をつかさどり、所属職員を監督する」等々 との規定か ら、条理上の義務を負っていると
の解釈がなされている。
い じめは、「身体に対す る物理的攻撃または言動による脅 し、嫌が らせ、仲間はずれ、無視等の
心理的圧迫」の反復継続 とい う特徴を持っているとともに、大部分は学校・学級の人間関係 を基
盤 に発生 している。 こうした点か ら、い じめは学校の教育活動ない しこれに準ずる生活関係 に密
接に関連 し、 しかも児童・生徒の学習 と生活を脅かす ものであるとい う点で、学校に課 された安
全確保義務の対象 となる問題だ といえる。すなわち、学校は児童・生徒の安全に配慮す る義務の
一環 としてい じめか ら彼 らを守る責任があ り、い じめの発生に対 してそれを防止す る法的義務が
あるとい うことになる。
実際、い じめを原因 とする傷害事件の裁判では、「/Jヽ 学校の校長ない し教諭が、学校教育の場に
おいて児童の生命・身体等の安全について万全を期すべき条理上の義務を負 うことは、学校教育
法その他の教育法令に照 らして明 らかである」 とした うえで、とくに児童の 日常的指導に当たる
学級担任教師については、「児童の生命 。身体等の保護のため、単に一般的、抽象的な注意や指導
をするだけでは足 りないのであって、学校における教育活動及びこれ と密接不離な生活関係 に関
生徒指導論 Ⅱ
する限 りは、児童の一人一人の性格や素行、学級における集団生活の状況を 日頃か ら綿密に観察
し、特に他の児童に対 し危害を加 えるおそれのある児童、他の児童か ら危害を加えられ るおそれ
のある児童については、その行動にきめ細かな注意を払って、児童間の事故によりその生命、身




やそれが他の人の人権を侵害す る行為であ り、絶対に許 されないことであるとい う共通認識 を全





童の平素の成績 を評価 して、これを定めなければな らない」 とされている。つま り、学年制によ
る進級が予定 されてお り、その積み重ねによつて学校の全課程を修了、すなわち卒業の認定を行
うことになっている。ここでい う「平素の成績」とは、「学習の成績」と「授業への出席状況」を
意味 している。 これ らの状況が劣悪であれば、小学校でも進級や卒業が認められず、原級留置 と
なる。 しか し、これ らについて規定 した国 レベルの法規はなく、機械的、形式的に判断す ること
は問題がある。
たとえば、1993年 (平成 5)に神戸地裁で出された判決では、「小学校の各学年の課程の修了認
定は、児童の平素の成績を評価 して行 う (学校教育法施行規則57条)と されているが、その判断
は、高度に技術的な教育的判断であるか ら、学校長の裁量に委ね られていると解せ られ る。そ し
て、その認定は、義務教育であ り、かつ心身の発達に応 じた初等普通教育を施す小学校にあって
は、単純な学業成績の評価や出席 日数の多少だけでなく、児童本人の性格 0資質 0能力・健康状
態 。生活態度・今後の発展性 を考慮 した教育的配慮の下で総合的判断により決せ られなければな
らないJ(1993年 (平成 5)8月 30日 )と 判示 している。認定権者である校長が個々の事例の実態
に応 じて、教育課程の履修状況や学業成績、出席状況等を総合的に判断評価することが必要であ
る。また、1992年 (平成 4)に 出された 「登校拒否問題への対応について」 (文部省初等中等教育
局長通知)では、不登校児童 0生徒が学校外の施設において相談・指導を受けるとき、そのこと




なお、不登校が続 き卒業認定がむずか しい場合な どには、中学校卒業程度認定試験の活用が考
えられる。その試験は、1997年 (平成 9)の法改正により15歳 か ら受験できるようにな り、合格
すれば高校に進学することが可能 となる。学校に不適応な児童・生徒にもそれぞれの状況に応 じ
たふ さわ しい学習の場を用意するとい う観点か らの取 り組みが求められるといえよ う。
(6)児童の虐待防止 と発 見・通告義務 H
児童虐待防止法 (「 児童虐待の防止等に関する法律」) 2000年 (平成 12)5月 24日 に公布 さ
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れ、同年 H月 20日 か ら施行 されている。 この背景には、児童虐待が重大な社会問題 として認識 さ
れるとともに、その深亥J化 の度合いが高まってきた とい う事情がある。同法 1条では、「児童虐待
が児童の心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与えることにかんがみ、児童に対す る虐待の
禁止、児童虐待の防止に関す る国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童の保護のため
の措置等を定めることにより、児童虐待の防止等に関す る施策を促進すること」 として、その 目
的を規定 している。
この法律で 「児童」 とは、18歳 に満たない者をいい (2条 )、 「児童虐待」 とは、保護者 (親権
を行 う者、未成年後見人その他の者で児童を現に監護す るものをい う)が その監護する児童に対
して、次の (1)～ (4)の いずれかに該 当する行為のことをい う (2条 1号～ 4号 )c「 (1)児 童の身体
に外傷が生 じ、又は生 じるおそれのある暴行を加 えること (身体的虐待 )。 (2)児 童にわいせつな
行為をすること又は児童を してわいせつな行為をさせ ること (性的虐待 )。 (3)児 童の心身の正常
な発達を妨げるような著 しい減食又は長時間の放置その他の保護者 としての監護 を著 しく怠るこ
と(養育拒否・ネグレク ト)。 (4)児 童に著 しい心理的外傷を与える言動を行 うこと(心理的虐待 )」 。
こうした児童虐待防止に関連 して、教育関係者には児童虐待の発見 と通告に関する規定が設け
られている。すなわち、学校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、保健師、弁護士その他児童
の福祉に職務上関係 ある者は、「児童虐待を発見 しやすい立場にあることを自覚 し、児童虐待の早
期発見に努めなければならない」 と早期発見に向けた努力義務が求められている点である (同 法
5条 )。 また、教職員が虐待を受けた児童等を発見 した ときには、速やかに、福祉事務所または児
童相談所に通告 しなければな らない とされている (同 法 6条 1項 )。 なお、公務員 としての教職員
には、法律で職務上知 り得た秘密を守る義務を課 されているが (地方公務員法34条 1項 )、 児童虐
待を発見 した場合の通告義務は、守秘義務に優先す ることとなつている (児童虐待防止法 6条 2
項 )。 こうした通告義務優先主義が とられているのは、何 よりも虐待被害を受けている児童の救済
を重視 していることによる。児童虐待防止に向けた学校の取 り組みについては、法律施行に当た
つて出された通知 (「 児童虐待防止等に関する法律の施行について」2000年 (平成 12)11月 20日 、
文生参第352号 )において法律の周知および児童虐待の早期発見・対応、被害を受けた児童の適切
な保護 を求めていたが、さらに2004年 (平成16)1月 30日 には 「児童虐待防止に向けた学校にお
ける適切な対応について (通知 )」 (初見生第18号 )が 出され、その連切な対応が求められている。
また、2004年 (平成16)4月 には 「児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律」が成
立 し、10月 か ら施行 されている。そこでは、児童虐待の定義の見直 しや児童虐待にかかわる通告







られたものである。従来か ら、生徒指導主事ない しそれに相当す る職位は、一定の規模以上の多
くの学校の内部組職にみ られたものである。それをあえて制度化 した意図は生徒指導の必要性が
強 く認識 されて くるなかで、教育活動の円滑かつ効果的な展開 と調和の とれた学校運営が行なわ
れるよう校務分掌の仕組みを整 えることにあつた とされ る。




ついて連絡調整及び指導、助言に当たる」 (学教法施規第70条 の 4)と されている。具体的には、
「学校における生徒指導計画の立案 。実施、生徒指導に関する資料の整備、生徒指導等に関する
連絡・助言等」の事項をつかさどり、当該事項について、「教職員間」の連絡調整および 「関係教











資質もさることなが ら、基本的には生徒指導主事 とい う「専門職」 としての自覚 と職務に見合 う
専門的な研修が必要 とされ よう。合わせて、生徒指導においては、生徒指導主事だけが学校内で
浮き上がった存在 となつた り、他の教員が生徒指導の任務から解放 されたような錯覚を起 こす こ






導主事を置 くものとしている (70条の 1、 他準用規定 )。
また、生徒指導主事は教諭 をもつて充て られ るものであ り、その役害Jは 「校長の監督を受け、
生徒指導に関す る事項をつか さどり、当該事項について連絡調整及び指導、助言に当たる」 (70
条の 4項)こ ととされている。
その具体的な内容 としては、次のような事項が考えられ る。
① 校務分掌上の生徒指導の組織の リーダー として、学校における生徒指導を組織的、計画的
に運営 してい く責任をもつ こと。
② 学校における生徒指導を計画的かつ継続的に運営するため、分担する校務に関す る全校の
教職員間の連絡調整に当たること。
③ 学校における生徒指導の専門的な知識や技能を必要 とす る画の担当者になるとともに、生
徒指導部の構成員や学級担任・ホームルーム担任その他関係の教職員に対 して指導・助言を
行 うこと。
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④ 必要に応 じて、生徒や家庭、関係諸機関に直接働 きかけ、問題解決に当たること。
こ うした生徒指導主事に期待 され る役害1を 果た していくためには、他の教職員の協力を得 る
とともに、生徒指導に関す る専門性 を発揮することが不可欠である。そのために、生徒指導
主事 として次のような資質を備 えていることが求められる。





図 り、全教職員が意欲的な取 り組みに向か うようにす る指導力を持っていること。
④ 学校や地域の実態を理解 し、それらに即 した指導計画を立て、実際の指導に当たって創意
工夫を働かせ、より優れた展開ができること。
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年    学科  氏 名
課題 6 危な く廃棄 されそ うになった法定表簿
年度末の大掃除のことである。天草郡の E高校の教頭であるA先生が、何の気な しに廊下に
山のように積み上げられた古い書類を眺めていると、下の方にどうも気になる文書つづ りがあ
つた。引っ張 り出 してみると、4、 5年前の生徒の出席簿がひ とまとめになって出てきた。「こ
れはまだ保存年数が終わってないぞ」 と注意 し、尚、心配なので手分けして書類の山を探って
みることに した。その うち、 B教諭 も倉庫か ら古い和綴 じの文書を持ち出 してきた。見ると、
明治の終わ り頃の毛筆の履歴書のつづ りである。「公民科の資料にでもしようか」とい う話なの








4。 秘密文書にはどのよ うなものがあ り、その処理にはどのような配慮が必要か。
〃″″
【1】 学校では、多数の文書が作成 され、保管 されている。又、各種の公文書が発送 され、受
理 されている。公簿 と公文書の管理は学校事務の中核的なものである。
* 学校教育法施行規則第28条①
教職員関係 0・ ・・職員名簿、履歴書、出勤簿、担任学級、担任の教科・科 目、時間
表、学校医執務記録簿、学校歯科医執務記録簿、学校薬剤師執務
記録簿







永久保存 。・・ 0・ 学校沿革史、卒業証書授与台帳、公文書綴 り
5年間保存・・ 00職員の出張命令簿および復命書綴 り、諸願い届けな どの綴 り、当
直命令簿当直 日誌、転退学者名簿、学校経営案
視察簿、諸会議録
* 学校独 自で作成 したもの・・・・事務分掌・処理規程などの学校内規定
学年・学級綴 り等の教務関係の表簿
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【2】 指導要録は20年 、出席簿などは 5年保存
* 法定表簿
学校教育法施行規則第28条②   指導要録の原本・写 し・・・・ 。・20年
指導要録の抄本・・・・・・・・ 0在学中
その他の表簿・・・・・・・・・ 05年間
学校保健法施行規則第12条③   職員健康診断書・・・・・・ 0・ ・ 5年間
熊本県教育庁文書規程 p.63   第41条 30年～ 1年未満保存
一般的・・・・例規、教職員の進退および処罰に関する書類、履歴書、官報、県報等
の重要書類については、永久保存が多い。
【3】 文書 0公文書の取 り扱いは慎重に
* 公文書の取 り扱い   熊本県教育庁文書規程 p.63
* 公文書・・公務所および公務員が職務上処理すべき文書 (私人が作成 したものも含む)
* 公印 0・ 0学校印 (庁印)、 校長印 (職印)、 私印 (一定の公務上の職にあるもの)
熊本県教育委員会公印規定  p.107
熊本県立学校公印規定    p。 119
* 文書 0物件の収受手順   p。 68
* 文書作成の手順      p.70
























課題 9 犬に気を取 られ、登校途中の児童の列に突つ込んだ先生の車
熊本市内のA高等学校に務めるK教諭は勤続10年のベテランである。 A教諭が通勤の途中大
が急に出てきたので、避 けようと思つて急ハン ドルを切 り、登校中の小学生の列に突っ込んだ。






【1】 事故報告 0000熊 本県立学校管理規貝127条




* この間、校長は必要に応 じて教育委員会の担当者 と随時連絡・協議する。
【2】 欠格条項 0・ 00・ ・・・① 地方公務員法   16条
② 教育職員免許法  5条
③ 学校教育法    9条
* 地方公務員法16条   ① 成年被後見人又は被保佐人
② 禁錮以上の刑に処せ られ、その執行が終わるまで、また
はその執行を受けることが無くなるまで
③ 懲戒免職の処分を受けて、 2年を経過 しない者
④ 憲法の下に成立 した政府を暴力で破壊することを主張
する正当その他の団体を結成 し、またはこれに加入 した者









* 学校教育法 9条    ① 成年被後見人又は被保佐人
② 禁錮以上の刑に処せ られ、その執行が終わるまで、また
はその執行を受けることが無くなるまで










戒告  職員の服義務の責任を確認 し、その将来を戒める処分
{ボーナス 1/10減額、 3月 延伸、履歴書記載 }
減給  一定の期間、給料の一定額を減ずる処分
{1日 ～ 6月 ・・・給料の 1/10以 下を減ずる
ボーナス 2/10減額、 3月 延伸、履歴書記載 }
停職  職員を一定期間、職務に従事させない処分
{1日 ～ 6月 000職務に従事 しない、給与は支給 しない
ボーナス 3/10減額、 6月 延伸、履歴書記載 }
免職  職員としての地位を失わせる処分
{退職金の支給はない }
* { }内 は、熊本県職員の懲戒に関する条例 (P.757)に よる




* 訓告 0000「上司が一般的な監督権に基づき、部下の義務違反行為を指摘 して将来を









生徒指導は、価値の伝達 とその創造力の育成を目標 とする学習指導 とともに、重要な教育機能
である。 このことは、生徒指導が、すべての教師によって、すべての生徒に対 してあらゆる場で









ぐさリー と やって みた し 人をころさば こころよか らん
敬虔 (け いけん)な キ リス ト教徒 として知 られた重吉で さえこんな気持ちを抱 くように、カ ッ
とキレるのはだれにもある。だがほとん どの場合、本 当に手を下す ことはないのは、例えば小 さ
い ときにナイフで手を切つて痛い、 とい う実体験の情報が脳に蓄えられていて、刺 した後の結果
を無意識に想像 しているか らだ。
お母 さんを刺 して しまいたい と思つて も、いざとなるとなかなか手が動かないとい うのも、赤
ちゃんの ときにおっぱいを吸いなが らあったかかった り、包まれた りしたいろんな体験が意識下
に積み上げられていることがブ レーキになる。
相手の痛みは、 自分の中に積み上げた実体験を通 して しか感 じられない。体験がないのに、想
像 して痛みを感 じろと言ってもホン トの上っ面で現実的な抑止力にはならない。
脳の神経回路は、赤ちゃんの ときに環境か らの刺激で盛んに構築 され、意識下に蓄えられる。
手を伸ばす。固いか軟 らかいか、返つてきた反応で学んでいく。まず行動が先にあ り、環境か ら
の応答で学んでい く。教え込むわけではない。 自分で勉強 している。
体験の裏付けのない知育偏重では、実感 として体の中に作 り込まれていかない。例えば押 しく
らまん じゅうで押 されたときに、人の体のどこが軟 らか くてどこが固いか、汗のにおい、ぬ くも
りなど五感 を通 した情報が続合 されて記憶の中に収納 され るような場合の豊かな情報量 とは比ベ
ようもない。環境に適応す るために一生の うちで一番忙 しい赤ちゃんはおっぱいを飲む ときにも
五感を総動員 している。なのに赤ちゃんの 目を見て話 し掛けなかった り、一方通行のテ レビを見
せ続けるのでは、脳は育っていかない。
人工的な子育て環境が広がる今 こそ、泥まみれになった り、生身の人間 と触れ合ったする実体
験の大切 さを考えなければ成 らない。
生徒指導の基本的諸問題は何なのか ?
生徒指導においては理論 と実践 との統合が不可欠であると考えている。 しか し、現在までの と
ころ、生徒指導においても、学校カ ウンセ リング・学校教育相談に しても、専門的に見れば、な
お充分に成熟 しているとは言えない。われわれは、今後、理論 と実践が統合 された、そ して、学
校教育現場にふ さわ しい 「実践生徒指導学」の樹立を意図 していかなければならない と考える。
又、教育現場では、社会や家庭の変化に伴い、生徒指導にかかわる課題 も多様化、複雑化する
中で、問題行動等の未然防止や解決 と児童生徒の健全育成を図るためには、児童生徒の一人一人
の規範意識を醸成 し、社会的 自立を進めていくことが重要な課題 となっている。
2006年 (平成 18)12月 には、教育基本法が約60年ぶ りに改正 され、学校教育においては、児童
生徒が学校生活における規律 を重んずることを重視すべきことや、学校、家庭、地域住民など社
会を構成するすべての者が、教育におけるそれぞれの役害Jと 責任 を自覚 し、相互の連携協力に努
めるべきことなど、これか らの教育のあるべき姿、 目指すべき理念が明 らかにされた。
こうした中、各学校では、学校内における規律の維持や児童生徒の規範意識の醸成を図るため
の生徒指導体制の在 り方、保護者 0地域・関係機 関等 との連携についての具体的な方策が求めら
れている。
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